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自己紹介

• 1969年秋田県秋田市生まれ

• 1992年一橋大学経済学部卒業

• 1998年クイーンズ大学（カナダ）博士号取得

• 1999年一橋大学専任講師⇒2009年から同大学教授

専門：財政学・地方財政

• 学術研究の他、政府・自治体の仕事を歴任

政府税制調査会、財務省財政制度等審議会、内閣府規制改革推進会議、内閣官房行
政改革本部行政事業レビュー評価員、東京都税制調査会など

• 日本経済学会石川賞（2019年）受賞

2https://www.ipp.hit-u.ac.jp/satom/lecture/2019-localfinance-
notes.html 



ふるさと納税
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ふるさと納税訴訟、泉佐野市が逆転勝訴 最高裁判決

• ふるさと納税制度の対象自治体から除外したのは違法だとして、大阪府泉佐野市が除外決定の取り消し
を求めた訴訟の上告審判決が30日、最高裁であった。第3小法廷（宮崎裕子裁判長）は国勝訴とした大阪
高裁判決を破棄し、決定を取り消した。泉佐野市の逆転勝訴が確定した。地方分権で国が制度の具体的

運用を地方に委ねる場面が増える中、ルール設定のあり方が改めて問われる。

日本経済新聞2020/6/30 
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A 「地場産品問題」体感コース・・・・・・・・・・返礼品（返礼率30%）＋Amazonギフト券30%

「経費50%問題」体感コース・・・・・・・・・返礼品（返礼率20%）＋Amazonギフト券40%

「ポータルサイト手数料問題」体感コース・・・・・返礼品（返礼率50%）＋Amazonギフト券20%

＜HELP泉佐野！＞
泉佐野史上、最大で最後の大
キャンペーン！

～ふるさと納税から除外される
地元事業者・雇用を守るために
…～
Amazonギフト券最大40%をプ
レゼント！

駆け込みでふるさと納税集め

6月1日から始まるふるさと納税の
新制度において、泉佐野市は除外
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どっちもどっち？

手続き論 法的拘束力のない通知に反したことを理由に遡及して処
罰する（制度から外す）ことの是非（法的妥当性）

制度の趣旨
制度を乱用して過剰な返礼品で寄付金（ふるさと納税）を
集めることの是非（公平性）

総務省

泉佐野市

どちらも地方
分権の趣旨に
適わない？

地方分権において地方の主
体性を尊重

地域間競争にもフェア
プレイは問われる
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ふるさと納税ポータルサイト 7



ふるさと納税ポータルサイト 8



ふるさと納税ポータルサイト 9



見えない受益と納税者の反乱

• ふるさと納税＝静かな納税者の反乱

⇒受益を感じない自治体の納税するより、返礼品目当てに寄附をした方がまし・・・

日本経済新聞（平成30年7月27日）：「総務省は27日、ふるさと納税で控除される住民税が2018年度に全国で約2448億
円になると発表した。前年度に比べて37％増えた。都道府県別では、東京都内の控除が約645億円で最も多い。その
分だけ、都内の自治体の税収が他の道府県に流出していることになる。」

受益が見えないか、そもそも無いか、「何とかなる」と思っているか・・・

受益と負担（税）が連動しない現行の地方税の仕組み
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消費税減税？
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消費税減税？

• 「国民一律10万円給付」の次は消費税
減税？

⇒一律の消費喚起は必要か？

コロナ禍の影響は業種によって異なる

全ての家計が影響を被っているわけで
はない

• コロナ禍を「口実」にした消費税減税？

• 消費税は平時の社会保障の財源

一旦減税すると元に戻すことは困難

⇒コロナ対策と消費税は切り離すべき・・・

12
出典：株式会社ナウキャスト

3月下旬の国内業種別消費動向データ
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総務省



総務省 14



これからの危機

• コロナ禍だけが我が国の危機ではない

• これからの危機＝人口の高齢化による社会
保障費の増加・労働力の低迷（低成長）

我が国の今世紀前半の「構造問題」であっ
て、脱デフレ・コロナ克服で解決するわけで
はない

• 財政が持続可能でなければ社会保障も持
続しない・・・・⇒平時の財政健全化が必要

例：社会保障と税の一体改革

15
時間

これまでの危機

いまの危機

これからの危機

コロナ禍

デフレ経済

社会の高齢化

2020年

2040年



同床異夢？

非常時 平時

主流派 政策と低金利政策（金融緩和積極
的な財政）で経済を底支え

 低金利である限り、財政赤字は
問題ではない・・

「構造的」財政収支の均衡化

反緊縮派（MMTを含む） 政府は財政的に制約を受けない
 機能的財政論
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• 非常時における積極的財政政策はMMT等反緊縮路線が正しいことを立証してい
るわけではない

 財政政策は「状態依存型」⇒平時に復帰できるか？



消費税を巡る誤解

• 「原因」と「結果」の混同

誤解＝消費税増税は景気後退の「原
因」・・・

実際＝消費税増税は社会保障費の
増加・財政悪化の「結果」

• 問われるのは高齢化社会においてど
のように社会保障給付等の財源を確
保する、給付等を抑えるか？

原因 結果

通念 消費税増税 景気後退

実際 社会保障費増・財政悪化 消費税増税

17

出所：内閣府



何故消費税か？

消費税の性格 経済的帰結

仕入れ税額控除 税負担が生産過程に堆積しない
⇒経済活動を（直接的に）損なわない

仕向地主義課税 輸入品課税・輸出品ゼロ税率
⇒税負担と国際競争力の遮断
⇒国内の財政需要の充足と国際競争力の確保の分離
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 「消費税は、高い財源調達力を有し、税収が経済の動向や人口構成の変化に左右さ
れにくく安定していることに加え、勤労世代など特定の者へ負担が集中せず、経済活
動に与える歪みが小さいという特徴を持っている」社会保障・税一体改革大綱（2012年
2月17日閣議決定）



付加価値税率(標準税率)の国際比較

出所：財務省HP
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参考：EUにおいては、1992年のEC指令の改正により、1993年以降付加価値税の標準税率を15％以上と
することが決められている



参考：消費税批判の悪循環？
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・消費税増税に反対

・税負担の緩和措置
 軽減税率
 経済対策の追加（プレミアム商品券など）

・制度の複雑化
・ばら撒き批判

 景気に悪影響
 不公平・・・

増税反対への対処
が増税反対の理由
を増やす



地方税の課題
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総務省資料

法人二税の偏在
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財務省資料
23

金融危機



東京都の財政危機

• 東京都は自粛に協力した事業者の協力金（50
万円、２事業所以上で休業等に取り組む事業
者は100 万円）を支給するなど独自の経済対
策を実施

コロナ対策に1兆円超を投入
財源は財政調整基金⇒残高が大幅に減少

経済の低迷で法人二税等の税収も減少の見
込み

法人二税への依存⇒不安定な税収構造

東京オリンピック・パラリンピックの1年延期に
伴う追加負担

⇒財政状況の悪化
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日本総研「新型コロナ対策で見えた地方税の偏在」
（2020 年 6 月 16 日）



住民税の現年課税化

25



出所：東京都町田市 26



27政府税制調査会



固定資産税の概要

総務省



小規模住宅への優遇措置

区分 固定資産税 都市計画税

小規模住宅用
地

住宅の敷地で住宅１戸
につき200m2まで

評価額×１／6 評価額Ｘ１／3

一般住宅用地 住宅の敷地で住宅１戸
につき200m2を超え、家屋
の床面積の10倍まで

評価額Ｘ１／3 評価額Ｘ2／3

29

「空家等対策の推進に関する特別措置法」
（平成26年法律第127号）の規定に基づき、
市町村長が特定空家等（注１）の所有者等
に対して周辺の生活環境の保全を図るため
に必要な措置をとることを勧告した場合は、
当該特定空家等に係る敷地について固定資
産税等の住宅用地特例の対象から除外す
ることとする。

注１：周辺の生活環境の保全を図るために
放置することが不適切な状態にある空家等
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